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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第３四半期
連結累計期間

第38期
第３四半期
連結累計期間

第37期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 12,529,076 14,305,507 16,888,421

経常利益 （千円） 3,265,483 4,077,193 4,203,266

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,912,718 2,391,518 2,536,087

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,912,718 2,553,648 2,536,087

純資産額 （千円） 15,192,981 19,177,670 17,016,320

総資産額 （千円） 34,541,474 40,931,879 36,297,696

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 99.85 124.85 132.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.0 44.6 44.8

 

回次
第37期

第３四半期
連結会計期間

第38期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 34.24 45.05

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出環境の改善、原油価格の低下、投資税制による投資促進

政策、金融緩和政策による企業収益及び雇用環境の改善等により緩やかな回復基調にあるものの、海外経済の影響

等により不透明な経済環境が続いております。

　こうした経済環境のもとで、当社グループの主力事業であるスポーツクラブ事業においては、「お客様の安全と

健康を第一に考え、楽しく快適な場所」を提供できるよう、新プログラムの開発、お客様へのホスピタリティの向

上等サービス面での強化を図るとともに、広告宣伝等の強化に努めました。また、ホテル事業においては、宿泊稼

働率は前期に引き続き高稼働を維持しており、訪日外国人の影響により客室料単価も上昇しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は14,305百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益4,135

百万円（同23.7％増）、経常利益4,077百万円（同24.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,391百万円

（同25.0％増）となりました。

 

＜スポーツクラブ事業＞

　スポーツクラブ事業における当第３四半期連結会計期間末の店舗数は、平成27年５月に開業した「ホリデイス

ポーツクラブ豊川」及び同11月に開業した「ホリデイスポーツクラブ姫路」を含め66店舗となり、新規開発７店舗

のプロジェクトが進行中であります。

　営業面においては、「ヨガde健康シリーズ」、「Ｊ－ＰＯＰ　Ｄａｎｃｅ」等の新シリーズをリリースするほ

か、函館店においては、ホリデイスポーツクラブ初となる「女性専用ホットスタジオ（ラフア）」を増設いたしま

した。お客様へのホスピタリティの向上等サービス面での強化を図るとともに、広告宣伝等の強化に努めたことに

より、前々期までに開業した既存60店舗におきましては、当第３四半期連結累計期間の平均会員数は3.0％増加し

ております。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間のスポーツクラブ事業の売上高は11,073百万円（前年同期比10.4％増）

となりました。

 

＜ホテル事業＞

　ホテル事業における当第３四半期連結会計期間末の店舗数は、平成27年４月に開業した「ＡＢホテル金沢」及び

同11月に開業した「ＡＢホテル豊橋」を含め11店舗であり、新規開発８店舗のプロジェクトが進行中であります。

ＡＢホテル株式会社が運営する「ＡＢホテル」では、お客様が快眠できる部屋造りやサービスの充実、付帯設備と

して大浴場の設置を行うなど、お客様がひと時でも心休まる快適な空間の提供に努めました。前々期までに開業し

た既存７店舗におきましては、当第３四半期連結累計期間の平均宿泊稼働率は90.8％で推移しております。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間のホテル事業の売上高は2,158百万円（前年同期比50.0％増）となりま

した。

 

＜不動産事業＞

　不動産事業における当第３四半期連結会計期間末の所有賃貸マンション部屋数は平成27年11月に入居開始となっ

た「Ａ・Ｃｉｔｙ知立駅前」を含め2,105室（51棟）となりました。

　当社が経営する賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」では、満室経営となるよう入居者のニーズに合わせた室内設備

の充実、入居者が安心して過ごせる住環境の整備に努めました。前々期までに入居を開始した既存2,070室（50

棟）におきましては、当第３四半期連結会計期間末の入居率は98.4％であります。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の不動産事業の売上高は1,073百万円（前年同期比1.3％増）となりまし

た。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しにつきましては、当第３四半期連結累計期間に

おいて重要な変更はありません。

 

（５）経営者の問題認識と今後の方針について

　スポーツクラブ事業におきましては、新プログラムの開発、地域の皆様の健康増進に寄与するサービスの提供に

努め、今後も関東圏から東海、関西圏の大都市圏を中心に年間10店舗を目標に新規開発を行ってまいります。

　ホテル事業におきましては、集客経路の多様化、朝食（一部夕食を含む）サービスバリューアップ等サービスの

質の向上により宿泊稼働率維持及び向上を図るとともに、マーケット状況、景気動向等を総合的に勘案し、主に駅

前立地を主要候補地として年間３店舗を目標に新規開発を行ってまいります。

　賃貸マンション「Ａ・Ｃｉｔｙ」を主力とする不動産事業におきましては、附帯サービスの提供等新規サービス

の企画開発を行い、賃貸マンションの満室経営を目標にサービスの提供を行ってまいります。

　今後の成長戦略においては、新規開発物件の徹底した市場調査、開発コストの低減を図り、継続した成長戦略を

推進できる体制を構築するとともに、各事業における新商品の開発に取組んでまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,040,000

計 23,040,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,157,500 19,157,500

　東京証券取引所

　名古屋証券取引所

　各市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式であり、単元

株式数は100株で

あります。

計 19,157,500 19,157,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 19,157,500 － 1,580,817 － 1,444,167

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     3,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,139,300 191,393

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式    14,400 － －

発行済株式総数 19,157,500 － －

総株主の議決権 － 191,393 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式52株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　東祥

愛知県安城市三河

安城町１丁目16番

地５

3,800 － 3,800 0.02

計 － 3,800 － 3,800 0.02

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,141,424 9,094,191

売掛金 76,396 92,389

営業未収入金 147,569 227,154

商品 1,767 7,817

貯蔵品 48,830 41,359

繰延税金資産 92,552 54,842

その他 221,639 245,455

貸倒引当金 △780 △1,280

流動資産合計 7,729,399 9,761,930

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 31,758,882 33,184,647

減価償却累計額 △11,652,877 △12,554,585

建物及び構築物（純額） 20,106,004 20,630,061

機械装置及び運搬具 911,003 977,078

減価償却累計額 △458,582 △521,638

機械装置及び運搬具（純額） 452,421 455,440

工具、器具及び備品 856,991 925,394

減価償却累計額 △670,064 △731,703

工具、器具及び備品（純額） 186,926 193,690

土地 3,513,407 4,286,308

リース資産 1,346,950 2,185,348

減価償却累計額 △192,960 △264,023

リース資産（純額） 1,153,989 1,921,325

建設仮勘定 571,620 936,953

有形固定資産合計 25,984,369 28,423,780

無形固定資産 41,571 61,151

投資その他の資産   

繰延税金資産 231,188 304,637

その他 2,298,268 2,376,360

貸倒引当金 △12,550 △12,762

投資その他の資産合計 2,516,907 2,668,235

固定資産合計 28,542,848 31,153,167

繰延資産   

株式交付費 3,427 1,555

社債発行費 22,021 15,226

繰延資産合計 25,448 16,781

資産合計 36,297,696 40,931,879
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,027 1,066

1年内償還予定の社債 701,200 601,200

1年内返済予定の長期借入金 2,738,468 3,127,398

未払法人税等 618,762 1,063,461

その他 2,199,176 1,916,208

流動負債合計 6,258,634 6,709,333

固定負債   

社債 1,563,000 1,189,400

長期借入金 8,445,262 10,129,859

リース債務 1,102,842 1,855,623

役員退職慰労引当金 942,920 983,830

資産除去債務 319,514 429,882

その他 649,203 456,280

固定負債合計 13,022,742 15,044,875

負債合計 19,281,376 21,754,209

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,580,817 1,580,817

資本剰余金 1,875,494 1,875,494

利益剰余金 12,795,156 14,803,599

自己株式 △3,822 △4,645

株主資本合計 16,247,646 18,255,265

非支配株主持分 768,673 922,404

純資産合計 17,016,320 19,177,670

負債純資産合計 36,297,696 40,931,879
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
　(自　平成26年４月１日

　　 至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 12,529,076 14,305,507

売上原価 8,143,690 9,023,184

売上総利益 4,385,385 5,282,323

販売費及び一般管理費   

役員報酬 231,934 253,098

その他 809,984 894,150

販売費及び一般管理費合計 1,041,919 1,147,249

営業利益 3,343,465 4,135,074

営業外収益   

受取利息 4,270 3,478

受取配当金 20 14

受取手数料 84,020 109,661

雑収入 16,625 14,883

営業外収益合計 104,937 128,038

営業外費用   

支払利息 132,152 142,682

雑損失 50,767 43,237

営業外費用合計 182,919 185,919

経常利益 3,265,483 4,077,193

特別利益   

固定資産売却益 6,984 -

特別利益合計 6,984 -

特別損失   

固定資産除却損 473 1,275

特別損失合計 473 1,275

税金等調整前四半期純利益 3,271,994 4,075,917

法人税、住民税及び事業税 1,336,585 1,599,752

法人税等調整額 22,689 △77,483

法人税等合計 1,359,275 1,522,268

四半期純利益 1,912,718 2,553,648

非支配株主に帰属する四半期純利益 - 162,130

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,912,718 2,391,518
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

   至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 1,912,718 2,553,648

四半期包括利益 1,912,718 2,553,648

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,912,718 2,391,518

非支配株主に係る四半期包括利益 - 162,130
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を

適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度及び前第３四半期連結累計期間については、連結財務諸表の

組替えを行っております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 1,026,089千円 1,127,069千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 191,544 10.0 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月14日

取締役会
普通株式 172,386 9.0 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額10.0円につきましては、東京証券取引所市場第一部及び名古屋証券取引所市場第一

部指定の記念配当2.0円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 191,539 10.0 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

平成27年10月13日

取締役会
普通株式 191,536 10.0 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
スポーツクラ

ブ事業
ホテル事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 10,029,642 1,439,042 1,060,391 12,529,076 － 12,529,076

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 52 540 592 △592 －

計 10,029,642 1,439,094 1,060,931 12,529,669 △592 12,529,076

セグメント利益 2,403,455 421,203 517,606 3,342,265 1,200 3,343,465

（注）１．セグメント利益の調整額1,200千円は、セグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
スポーツクラ

ブ事業
ホテル事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 11,073,096 2,158,446 1,073,964 14,305,507 － 14,305,507

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 2,847 1,620 4,467 △4,467 －

計 11,073,096 2,161,294 1,075,584 14,309,975 △4,467 14,305,507

セグメント利益 2,848,880 762,413 519,001 4,130,295 4,778 4,135,074

（注）１．セグメント利益の調整額4,778千円は、セグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 99円85銭 124円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,912,718 2,391,518

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,912,718 2,391,518

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,154 19,153

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要

――― ―――

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　　（１）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・191,536千円

     （２）１株当たりの金額 ・・・・・・・・・・・・・・・・10円

　　　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成27年12月10日

　　　　（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月５日

株式会社東祥

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴　木　賢　次　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 近　藤　繁　紀　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東祥の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成27年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東祥及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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